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特集特集

国際協力機構（JICA）は、

2003年10月の独立行政法人化以来、

「現場主義」「人間の安全保障」「効果・効率性、迅速性」の

3つの視点から改革を推進してきました。

2004年度には海外における現場強化に努め、

次いで2005年度には国内の事業・組織改革を進めました。

海外の現場強化はどのような成果をもたらしたのか、

国内の強化はどのように進んでいるのか、

この特集では3年目を迎えた改革の進展を報告します。

あわせて、2008年度に予定されている

政府のODA改革に対する取り組みについても

紹介します。

1　現場からの改革�
――現場強化によって変わったこと�
 ● 迅速性�
 ● 戦略性�
 ● 連携�
 ● 現地ODAタスクフォース�

2　国内事業改革�
――市民参加の進展�
 ● 「JICA地球ひろば」の設立�
 ● 大学連携�

3　政府のODA改革における�
 新たなJICAの課題�

撮影：吉田勝美
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災害援助と復興支援 ………
2005年10月8日にパキスタン北西

部で発生した大地震は、同国に甚大

な人的・物的被害をもたらしました。

この災害に対するパキスタン政府の

援助要請に応えて、日本から国際緊

急援助隊（救助チーム、医療チーム、

自衛隊部隊）が派遣されました。

海外の突発的な災害（地震、津波、

洪水など）に対する緊急援助は、援助

サイクル（災害が発生してから、次の

新たな災害に備えるまで）のなかで

は、発生直後に応急対応する局面に

あたります。具体的には、人を派遣

して被災者捜索や人命救助、救急医

療活動を行ったり、当面の応急対策

について専門的に助言したり、指導

したりします。また、さしあたって

生活に必要な物資の供与もこの段階

で実施しています。

国際緊急援助隊を早期に派遣

国際緊急援助隊が被災地で行う緊

急援助は、被災者の人命救助をおも

な目的とする、まさに「緊急性」を要

する援助であり、迅速な対応が最も

重要となります。こうした観点から、

国際緊急援助隊は、被災国の支援要

請を受けてから24時間以内に救助

チームを、48時間以内に医療チーム

を日本から派遣することを目標にし

ています。人間は、被災した建物や

瓦礫のなかで身体の動きがとれなく

なると、被災後72時間を境に生存率

が急激に減少します。そのため、少

しでも早く現場に入り、救助活動を行

うことを常に念頭に置いています。

パキスタンの地震では、派遣要請

を受けて約17時間後に救助チーム、

42時間後に医療チームが日本を出発

し、両チームともに、北西辺境州の

険しい山岳僻地であるバタグラム県

で活動しました。バタグラム県は交

通の便がきわめて悪く、パキスタン

以外の国による救助支援が届いてい

ないなか、日本の国際緊急援助隊は、

海外からの最初の支援チームとして

救援活動を始めました。

激しい気温変動や生活用水の不足

といった山岳高地での厳しい環境下

で、緊急援助隊史上初めて、全行程

テントによる野営生活を続けながら

の過酷な救援活動となりました。こ

のため、被災者により近い生活環境

を体験し、被災者の立場を身近に感

じることになりましたが、このこと

は結果として「どのような支援が求め

られているか」を考えながら救援活動

を行う上で大きな利点となりました。

生活・宗教慣習が大きく異なる被

災地では、家族を核とした被災者捜

索や救助活動を行い、女性被災者の

ために女性医師を派遣して診療にあ

たるなど、現地のニーズに細やかに

対応しました。医療チームは総計

2242人もの被災住民を診療し、応急

期の医療ニーズに応えることができ

ました。この成果は、日本チームの

活動が被災地住民の信頼を得て受け

入れられた結果ともいえるでしょう。

救助、医療両チームの活動拠点に

は、時とともに多くの支援機関が到

着するようになりました。日本チー

ムは、これらの機関と連携して支援

活動の調整にも貢献し、その後の医

療を中心とした地域支援体制の整備

に向けた牽引役としての役割を果た

しました。

緊急援助と同時進行で

復興に向けスタート

バタグラムの国際緊急援助隊は、

４週間の活動期間を終えてNGOに業

務を引き継ぎました。復興への長い

道のりのなか、日本チームの救援活

動は、引き続き必要とされる時間を

かけた医療支援につながる、復興へ

の萌芽となりました。

緊急援助が続く10月中旬、JICA

は、その後の復旧・復興支援策策定

を目的として、プロジェクト形成調

査団をパキスタンに派遣しました。

この調査団は、世界銀行とアジア開

迅速性 ～ニーズにすばやく対応～

診
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1 現場からの改革――現場強化によって変わったこと

JICA2006年本文_初校  06.9.7  8:26 PM  ページ11



12 JICA 2006

発銀行（ADB）が主催する共同ニー

ズ・アセスメント調査に参加すると

ともに、日本による支援のあり方を

迅速に検討しました。

また、同時に「パキスタン地震災害

復興支援調整会議」を設立して、JICA

の取り組みに関する情報や、その方

針についての意見を交換する体制を

整えました。さらに、緊急性の高い

事業を迅速に実施するためのファス

ト・トラック制度（P.13参照）を適用

し、手続きを簡略・短縮化し、実施

体制を強化しました。

これらの調査などをふまえ、JICAで

は以下の案件を計画・実施しています。

多面的に復興支援を実施

●ムザファラバード市復旧・復興

カシミール地方の行政、商業の中

心都市であるムザファラバード市は、

地震の震源に近いこともあり、壊滅

的な被害を受けました。JICAでは緊

急開発調査＊1として災害に強い都市

の再建をめざし、ムザファラバード

の復旧・復興計画を策定しています。

まず、断層の位置や地すべり危険箇

所などを示したハザードマップを作

成し、これをもとに土地利用計画を

策定しました。そして、この土地利

用計画に基づき、緊急性・モデル性

の高い公共施設などの建設をパイ

ロット事業として計画しています。

●道路・橋梁の再建

ムザファラバードとインド側のス

リナガールを結ぶジーラムバレー道

路は、インド・パキスタン両国の関

係改善に向けたバスの運行経路でも

あります。ここでは、開発調査の一

環として、地すべりや震

災に強い道路や橋梁の

設計・施工方法を、実際

の橋梁再建を通じて現地

の関係者に技術移転す

るパイロット事業を実施

しています。

●医療施設の耐震性向上

今回の地震では、耐

震性を考慮した建物が

少なかったため、被害が大きくなっ

たと考えられます。その対策として、

一次医療施設の耐震性を向上させる

ため、標準設計書作成を支援する技

術協力プロジェクトを開始しました。

このプロジェクトでは、モデル施設

を建設する過程を通じて、施工監理

の技術移転も行います。その際、震

災により障害者となった人が多いこ

とから、バリアフリーの要素を取り

入れることも計画しています。

●無償資金協力による施設再建

2006年１月、日本はノン・プロ

ジェクト無償資金協力の追加支援を

決定し、その対象地域としてバタグ

ラム県が選定されました。JICAでは

ただちに概略設計調査団を派遣、学

校と保健医療施設を中心に建設する

ことをパキスタン政府との間で確認

し、現在、早期着工に向けて準備を

進めています。バタグラム県は、前

述のとおり、震災直後から緊急援助

隊（救助チームと２次にわたる医療

チーム、物資輸送のための自衛隊）が

派遣された場所であり、緊急援助か

ら復興へ切れ目のない支援を展開す

ることができました。

●地震工学セミナー開催

同じ１月には、地震工学、耐震設

計技術などをテーマに、国際セミ

ナー（パキスタンの地質学研究所主

催）が開催されました。JICAは、日

本の土木学会、建築学会などと連携

し、メインスピーカーとなる複数の専

門家をこのセミナーに派遣しました。

●短期ボランティア派遣

以上のほか、パキスタンでの青年

海外協力隊活動経験者を、短期ボラ

ンティアのグループとして編成・派

遣し、２つの活動を行っています。

１つは、国立身障者総合病院（脊

髄損傷患者約90人を収容）を拠点と

する活動です。今回の震災で多くの

脊髄損傷患者が発生したことを受け、

作業療法士と看護師の隊員が、患者

に対する療法とパキスタンの医療従

事者への指導を実施しています（P.47

参照）。

もう１つは、ムシャラフ大統領の

主導で始まった「アシアナ・プロジェ

クト＊2」に対する協力です。寡婦や孤

児を中心とした被災者保護施設（約

500人収容）で、青少年支援活動など

に取り組んでいます。

これら２つの分野では、心のケア

を含めた対応が不可欠です。隊員は

パキスタンの公用語であるウルドゥ

語に堪能で、現地の慣習も理解して

いるため、現場への順応が早く、周

囲から高く評価されています。

こうした活動は、パキスタンでの

協力隊活動経験者を中心とした人々

の、「パキスタンに戻って、なんらか

の復興活動を支援したい」という熱意

に支えられています。JICA内で、ボ

ランティアが災害復興支援に貢献す

る方策を積極的に検討するなかで、

実現した活動です。

今後も中長期的支援を続行

以上のように、JICAは災害発生直

後の緊急援助から復旧・復興支援ま

でを、継続して実施してきています。

2006年４月には、防災分野（復橋梁復旧に向けたボーリング調査

プ
ロ
ジ
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旧・復興支援）課題別支援委員会

テーマ別部会（地震災害、二次災害）

を設置しました。この委員会は、土

木学会、地すべり学会などの関連専

門学会の支援を受け、耐震や地すべ

りなどの専門家に技術的見地から意

見をもらい、現在実施・進行中のプ

ロジェクトをサポートし、今後の支

援の可能性と方向性を整理すること

を目的としています。

今後は、こうした委員会の意見も

参考にしながら、さらに中長期的な

視野で、復興支援に取り組んでいき

ます。

また、近年多くの国で同じような

自然災害が多発していますが、今回

の経験を蓄積し、災害発生時には、

より有効で迅速な対応ができるよう

対処していきます。
＊１　緊急開発調査：大規模な自然災害や内戦によ
り被害を受けた国に対して、復興支援のための緊急復
興計画を策定するとともに、緊急復旧のためのリハビ
リ事業を実施する調査。

＊2 アシアナ・プロジェクト：2005年11月に、震
災孤児・寡婦を中心とした被災者保護を目的として
開設された施設。

ファスト・トラック …………
「より早く」をめざし導入

JICAはこれまでも災害復旧支援、

平和構築支援を進めてきましたが、

それらの経験や教訓をふまえ、制度

の改善と経験の共有化を進めること

で、より迅速かつ機動的に事業を実

施することをめざし、2005年7月に

ファスト・トラック制度を導入しました。

ファスト・トラック制度とは、緊急性

の高い事業を組織的にファスト・トラッ

ク適用事業として認定し、従来の制

度を柔軟に運用したり、簡素化され

た実施手続きを駆使したりして、組

織が一丸となって事業に取り組むた

めの制度です。ファスト・トラックの認

定・実施にあたっては、事業を行う

国を担当するJICA地域部部長が全体

総括として指揮をとり、随時モニタリ

ングしていきます。

ファスト・トラックは、災害復旧支援

や平和構築支援にとどまらず、

SARSや経済危機など、なんらかの

事情により緊急の対応が

求められるさまざまな事業

にも適用します。迅速性や

機動性を確保するため、

導入にあたり、次のよう

な改善を行いました。

①意思決定の迅速化

通常の案件では、十分

な事前調査や情報収集を

した上で、事業実施につ

いて組織的な意思決定を

行います。しかし、ファ

スト・トラックに認定された案件で

は、事業開始までのプロセスを簡略

化し、計画から事業開始までの意思

決定を迅速にしました。開始後、事

業を実施しながら情報を収集し、柔

軟に事業内容を修正していきます。

②人材確保の迅速化

ファスト・トラック認定事業では、事

業に参加する専門家を選定するプロ

セスを通常より簡略にしたり、コンサ

ルタントと契約するプロセスを短縮し

たりします。さらに、平時にコンサルタ

ント人材を選定しておき、ニーズが発

生した場合に迅速に人選、契約する

制度を導入しました。

これまでに3件の事業を実施

2005年７月１日にファスト・トラッ

ク制度を導入してから、これまでに認

定された事業は以下の３件です。

①パレスチナ支援（2005年7月25日

認定）

②南部スーダン支援（2005年11月1

日認定）

③パキスタン地震復興支援（2005年

12月12日認定）

ここでは、パレスチナ支援とスー

ダン支援の例について紹介します。

①パレスチナ「ジェリコ地域開発計画

調査（開発調査）」

2000年９月に第２次インティファー

ダ（民衆蜂起）が勃発して以降、中東

和平交渉は停滞していましたが、

2005年１月の穏健派アッバース新体

制の発足や、９月のイスラエルのガ

ザ撤退などにより、中東和平への期

待が急速に高まり、国際社会も本格

的に支援を開始しています。JICAで

も、和平達成とともに将来のパレス

チナ国家樹立に向け、ガバナンス、

経済復興、生活基盤の向上を中心と

する人材育成を行い、地域社会の自

立をめざし、ゆくゆくはイスラエル

との信頼醸成を支援していきます。

JICAでは「人間の安全保障」の観

点から、パレスチナ支援を緊急性の

高い事業に位置づけ、ヨルダン川西

岸にフィールドオフィス＊3を開設する

など支援体制を強化

し、ヨルダン川西岸

地域とガザ地域への

支援をファスト・ト

ラックに認定しまし

た。

そのうち、ジェリ

コ地域開発計画調査

では、外務省の協力

も得て、通常よりも

すばやく国際約束＊4灌漑農業復旧に向けて現場調査をするカウンターパートと専門家（パレスチナ）

レバノン�

シリア�

ヨルダン�

イスラエル�

エジプト�

地中海�

エルサレム�

ヨルダン川�
西岸地域�

ガザ地域�
死海�

ヨルダン川�

JICAラマッラ・�
フィールドオフィス�

JICAジェリコ・�
フィールドオフィス�

JICAテルアビブ事務所�

JICAガザ事務所�

図表a パレスチナ支援を担うJICA事務所

JICAパレスチナ事務所は、ガザ地区とイスラエルのテルアビブの２カ
所に設けられている。このほか、ヨルダン川西岸地域支援のためフィ
ールドオフィスを開設した
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クとして認定し、11月に事前調査団

を派遣、要請を確認し、事業内容を

策定しました。事業がファスト・ト

ラックに認定されたことで、迅速に

手続きが進み、2006年１月には現場

での事業に着手できました。

現在、ジュバでは、①2015年を目

標にした「ジュバ市都市計画」の策

定、②生活基盤の緊急復興として、

ジュバ周辺地域のコミュニティのた

めの給水設備整備に向けた協力、③

コミュニティの基盤整備に必要な基

礎技術習得のための研修を実施して

います。また、難民や国内避難民の

移動、物流を促進するため、ジュバ

市の東側を流れるナイル川を利用し

た河川港の整備も支援しています。

また、2006年９月からは、ジュバ

に建屋だけが残されている職業訓練

校（MTC）に対する協力も計画してい

ます。

20年以上、内戦により苦しみ続け

てきたスーダンの人たちが、一刻も

早く平和で安全な生活を取り戻せる

よう、JICAはこれからも住民の視点

に立ち、ニーズにすばやく対応しなが

ら事業を行っていきます（P.56参照）。
＊３　フィールドオフィス：平和構築や復興支援など
特定の目的のもと、期間を限定して現場に設置する
援助の拠点。

＊４　国際約束：JICAが実施する技術協力プロジェク
トや開発調査は、国と国との間で国際約束を締結し、
それに基づいて事業を実施することになっている。

れました。

この調査の対象地域であるスーダ

ン南部のジュバ市は、内戦中、スー

ダン政府が管轄する要塞都市でした。

2005年７月に南部スーダン政府の管

轄下に移管され、９月からは暫定首

都とされていたルンベックに代わっ

て、南部スーダン政府の首都機能を

担っています。しかし、もともと公

共施設がほとんどない上、内戦の影

響で過去30年間、都市インフラ（政

府建物・施設、道路、給水網、電気、

通信など）の整備やメンテナンスがほ

とんど行われてこなかったため、

残っている施設はすべて老朽化し、

修復あるいは新設しなければならな

い状況にあります。今後は首都機能

の集積や帰還難民による人口増加が

予想され、基本的な生活基盤である

給水施設など、基礎インフラの整備

が緊急課題となっています。同時に、

周辺農村地域内のコミュニティでは

帰還民の定着を促進するため、基礎

的社会サービスを迅速に整備し、拡

充することが求められています。

このような状況のもと、９月下旬

にスーダン政府から在スーダン日本

大使館に支援要請があり、10月に支

援が決定しました。これを受け、

JICAではただちにファスト・トラッ

を締結しました。また、開発調査に

参加するコンサルタントの選定期間

を大幅に短縮し、通常の３分の１程

度の時間で選定、現地に派遣してい

ます。現在、この調査では、農業、

観光などの主要産業や、教育、保健

医療などの社会サービス分野の開発

計画を検討しています。同時に、そ

の過程で必要となる井戸の修復など、

ただちに地域住民に利益をもたらす

ようなパイロット事業や、節水農業

技術を活用したデモファーミング（モ

デル農場）、オリーブ油の瓶詰め・ラ

ベリングなどの事業もあわせて実施

しています（P.50参照）。

②南部スーダン「ジュバ市内・近郊

地域緊急生活基盤整備計画調査

（開発調査）」

スーダンは人口3490万人（2003

年、国連開発計画）、アフリカで最

大の国土をもつ国です。長年、政府と

スーダン人民解放運動／軍（SPLM/A）

を中心とした反政府勢力が対立し、

南部で20年以上にわたる戦闘が繰り

広げられていましたが、2005年１月

に南北包括和平合意が締結されまし

た。これにより、ダルフールなどの

一部地域を除いて内戦は終結し、１

つの国のなかに国民統一政府と南部

スーダン政府の２つの政府が樹立さ

エジプト�

紅海�

ダルフール地方�

中央アフリカ�

エチオピア�

エリトリア�

チャド�

リビア�

スーダン�

ハルツーム�

ルンベック�

ジュバ�

青
ナ
イ
ル
川�

白
ナ
イ
ル
川�

図表b スーダンとその周辺

手押しポンプで井戸の水をくむジュバ市内の集落の人々。このような井戸のない地域では、水を購入して飲料水
にあてている（スーダン）
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プログラムの戦略性強化……
JICAは、開発途上国が抱える課題

に対して、それぞれの国の状況にあ

わせてきめ細かく支援する国別・課

題別アプローチを強化してきました。

在外事務所は、日本大使館を中心に

設置された現地ODAタスクフォース

（P.18参照）の一員として活動し、相

手国政府とのいっそうの対話をはか

りながら、現地の視点に立った戦略

性のあるプログラムづくりに取り組

んでいます。ODAタスクフォースが

中心になって中期的な協力の方向性

を検討し、これに従って限られた援

助資源を効率よく投入することで、

協力の成果を“点”から“面”に広げ、

持続させることをめざしています。

具体的には、協力の方向性にそって

プログラム目標を設定し、その目標の

達成に至る協力の道筋を明らかにしま

す。同時に、他の援助関係者と連携

し、個々の案件を有機的に組み合わ

せた事業の実施に取り組んでいます。

ガーナでの取り組み…………
●アッパーウエスト州住民の健康改善

プログラム（2005～2009年）

アッパーウエスト州は、ガーナの

なかでも最も貧しい州の１つです。

マラリア、肺炎、栄養失調、下痢が

蔓延し、５歳未満児の死亡率は全国

平均の約２倍にのぼるなど、人々の

健康が著しく脅かされています。こ

こでは基礎的保健サービスの向上が

重要な課題であり、ガーナの現地

ODAタスクフォースは、「人間の安

全保障」の観点からこの州を優先支

援地域としました。

JICAは、ガーナの貧困削減戦略書

（PRSP）や日本の対ガーナ国別援助

計画で重要な開発課題として位置づ

けられている「貧困地域における基礎

生活環境の改善」への取り組みの１

つとして、アッパーウエスト州住民

の健康を改善するためのプログラム

をスタートさせました。

このプログラムには、第２次世界大

戦後、医師不足に悩む沖縄の離島で

住民の健康向上に取り組んだ「公衆衛

生看護婦制度」など、戦後日本の保健

医療の経験も生かされています。保健

医療機関の機能・サービス向上と住民

参加促進の両面から地域保健の強化

をめざし、以下のような事業を行って

います。

①技術協力プロジェクト「アッパーウエ

スト州地域保健強化プロジェクト」

国レベルの政策である保健師駐在

所（ヘルスポスト）の拡大などを通じ、

住民の基礎的保健医療サービスへの

アクセス向上をめざしています。具

体的には、保健省職員の能力向上、

保健師の研修、住民参加促進、患者

紹介・搬送（リファラル）システムや監

査のしくみの改善などを行います。

②青年海外協力隊による地域住民の

参加促進

保健師の活動など、保健サービス

を提供する側を支援するだけでなく、

村落（コミュニティ）保健委員会の運

営や住民の生活・衛生改善など、地

域住民も支援することで、地域保健

の強化をめざしています。

③日本の無償資金協力による医療機

関への機材供与

州病院・郡病院、保健所に機材を

供与し、一次医療、二次医療を中心

とした州全体の保健サービス向上に

貢献します。保健師養成校にも機材

を供与して、ヘルスポストに派遣す

る保健師の養成に貢献します。

…………………………………………

このプログラムの特徴は、病院の

機材整備のための無償資金協力、地

域保健強化のための技術協力などの

個別の要請に対して、プログラム全

体の視点に立った取り組みを進めて

いる点にあります。

たとえば、計画段階では、無償資金

協力の現地調査の際に、技術協力プ

ロジェクトやボランティア（青年海外協

力隊）の現地調査も同時に行い、それ

ぞれの計画を調整するように心がけま

した。実施段階でも、JICA内に設け

られたプログラム運営委員会が、ス

キーム（事業形態）ごとに分散しがちな

個々の事業の情報を集約し、それぞれ

がプログラム全体の方向性にそってい

るかどうかを定期的にモニタリングして

います。また、保健省を支援する専門

家の知見、コミュニティを支援する青

年海外協力隊員の知見をプログラム

全体で共有することで、現地の状況を

より丁寧に把握し、きめ細かな対応策

を立てられるようにしています。このよ

うに計画から実施・モニタリングまで、

現場の知見を活用し、プログラムとし

て一体的に取り組むことで、各事業の

相乗効果を上げ、より大きな協力成果

を実現することをめざしています。

保健省（中央）�
ガーナ保健サービス（中央・地方）�

州・郡病院�

保健所�

ヘルスポスト�

コミュニティ�
コミュニティ保健委員会�

医療サービス改善�

リファラルシステム改善�

モニタリング改善�

技術協力プロジェクト�
 組織能力強化�
 人材育成�

無償資金協力�
 機材供与�

専門家�
 成果普及�

青年海外協力隊�
地域住民の参加促進�

図表c プログラムの概念図

戦略性 ～中長期的な開発課題の解決に、より効率的に取り組むために～
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個々の事業を
プログラムとして
一体化

ギニア湾に面した首都
アクラから車で北上する
こと13時間。ガーナ最北
西部にあるアッパーウエ
スト州は、州境で隣国ブ
ルキナファソに接してい
る。州都ワ市と州内のナ
ドゥリ郡でのプログラム
の活動を紹介する。

ガーナ・アッパーウエスト州住民の健康改善プログラム

c

ナ
ド
ゥ
リ
郡
内
の
村
落
で
開
催
さ
れ
た
保
健
衛
生
啓
蒙
活

動
。
熱
弁
を
ふ
る
う
州
保
健
局
職
員
は
、
技
術
協
力
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
で
も
あ
る

d寸劇で「病院に行こう」
と住民にアピール

c

ヘ
ル
ス
ポ
ス
ト
は
、
簡
易
ク
リ
ニ
ッ
ク
と
保
健
師
の
住
居

を
兼
ね
て
い
る
。
留
守
中
に
訪
れ
た
人
に
保
健
師
が
巡
回

先
を
知
ら
せ
る
行
き
先
表

cヘルスポストの保健師は、担当する地域を巡回し、
予防接種、妊産婦検診、保健指導、簡単な治療を行う

dナドゥリ郡の保健所では、保健師が子ども連れの母親に対応し
ていた。ヘルスポストで対処できない患者が保健所に紹介される

c州都ワ市で、州保健局の職員を対象としたワークショップを開
催。技術協力プロジェクトでは、州内でのヘルスポストシステム
拡大のために、保健局職員のマネジメント能力を強化している

c女性を支援するNGOを拠点に活動する協力隊員。収入を向上させ、栄養改善につなげるために、
新しい換金作物の導入を試みている

c寄生虫の予防法は水を濾過
するか煮沸して飲用することだ
が、村にある濾過用のフィルタ
ーは、NGOから寄贈されたこ
れ１つだけ

b水分野に取り組む協力隊員
が訪れた村落では、わき水でで
きた水たまりから水をくんでい
た。水には寄生虫の卵をもつ
ミジンコが含まれていることが
多いが、ほかに水源がないため、
この水に頼らざるを得ない

戦略性強化フォトレポート 撮影：吉田勝美

bバイクで受け持ち区域を巡回する保健所の保健師とアシスタント
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技術協力と資金協力を一体化
ベトナムでは、ドイモイ政策以降

の市場経済化、対外開放政策の進展

にともない、港湾取扱貨物量が過去

５年間で２倍以上になるなど、貨物

量の急増が続いています。ホーチミ

ンを中心とする南部地域でも貨物需

要の増大が予測されており、市内中

心部を流れるサイゴン川河口にある

既存の港湾施設だけでは、今後予測

される貨物需要への対応がむずかし

い状況となっています。そこで、

2002年にJICAが取りまとめた「南部

港湾開発計画調査」の結果に基づき、

サイゴン川の東を流れるチーバイ川の

下流域に、円借款による大規模港湾

施設が建設されることとなりました。

JICAでは、国際協力銀行（JBIC）に

よるアプレイザル（審査）が終了した

2004年３月に、施設の建設に必要と

なる実施設計を行うための事前評価調

査を行いました。続いて、2005年３月

に円借款のL/A（借款契約）が締結され

るのに先駆け、円借款による建設工事

をすみやかに開始することが可能となる

よう、2004年８月から「カイメップ･チー

バイ国際港湾ターミナル建設計画実施

設計調査」を開始し、2006年２月に

報告書を取りまとめました。

近年、世界の大規模コンテナターミ

ナルでは、「コンセッション」と呼ばれる運

営方式が主流となっています。これは、

港湾施設の所有者（国など）が、ターミ

ナルオペレーターと呼ばれる民間事業者

に施設をまとめて貸し付け、民間事業者

のノウハウを生かした効率的な運営を実

現する方式です。しかし、ベトナムにはこ

の制度がなかったため、JICAは2005年

3月に「港湾管理制度改革プロジェク

ト」を開始し、カイメップ・チーバイ港をモ

デルとして、同国初のコンセッションの導

入に向けた技術協力を行い、円借款で

整備されたターミナルの効率的な運営を

めざしています。

このように、JICAの調査によって

動き始め、新たな開発調査、技術協

力プロジェクト、円借款へと展開し

ていった一連のプロジェクトが、ベ

トナム南部地域における、民間のノ

ウハウを活用した効率的なゲート

ウェイ港湾の運営という１つの政策目

標に向かい、ソフトとハードを組み合

わせたプログラム・アプローチによっ

て、一体的に進められています。

JICAと他ドナーとの連携…
また、JICAでは、効果的に事業を

実施するため、国際機関、二国間ド

ナー、NGOなどとの連携も進めてい

ます。各ドナーにはそれぞれの強み

があり、これらの強みを組み合わせ

ることで、別々に活動するときより

も、はるかに大きな効果をもたらす

ことができます。特に、規模の大き

い協力や国を超えた取り組みの場合、

あるいはさまざまな課題がからみ

合っており、複数の分野での取り組

みが必要な場合には、ドナー同士の

協力は非常に効果的で、“足し算”以

上の結果（１＋１＞２）を得ることが

可能になります。

広い地域での総合的な取り組み

中南米では、土塀やわらぶき屋根に

住むサシガメ（カメムシの一種）が媒介

するシャーガス病＊1によって、多くの人

が命を落としています。シャーガス病

は慢性化すると治療薬がないため、

サシガメを駆除して、感染を予防する

ことが非常に重要です。そのために

は、殺虫、住民の意識向上、サシガメ

の発生しにくい家づくりなど、幅広い取

り組みが必要になります（P.60参照）。

中米 7 カ国は米州保健機関

（PAHO：Pan American Health

Organization、WHOの地域機構）と

の合意に基づき「中米シャーガス病対

策イニシアチブ（IPCA）」を開始し、

米州開発銀行（IDB）、カナダ開発庁

（CIDA）、UNICEFなどのドナーが活

動しています。JICAもその一環とし

て、グアテマラで活動を開始し、現

在はホンジュラスとエルサルバドル

にまで活動範囲を広げ、専門家や青

年海外協力隊を派遣し、殺虫剤の散

布支援、住民参加による監視活動体

制の構築（サシガメを発見したら、保

 2000 2005 2010
計　画� 実　施�

ソ
フ
ト�

ハ
ー
ド�

南部港湾�
開発計画調査�
（開発調査・�
 フィージビリティ�
 調査）�

円借款�
（約364億円）�

PPP※2を活用した�
ゲートウェイ港湾の�
効率的な運営�

資金協力�

制
度
改
革
�

詳
細
設
計
�

交通政策�
（専門家派遣）�

港湾管理制度改革プロジェクト�
（技術協力プロジェクト）�

カイメップ・チーバイ国際港湾ターミナル建設計画実施設計調査�
（開発調査・円借款と連携しての詳細設計）�

カイメップ・チーバイ国際港湾ターミナル建設計画実施設計調査�
（開発調査・円借款と連携しての詳細設計）�

ターミナル運営※1�
（オペレーター選定）�

ターミナル整備�
（コンテナ・多目的）�

円借款の返済�

将来の�
港湾管理制度改革�

凡例�技術協力�JICA
資金協力�
JBIC

※1 ： コンセッションによる港湾運営への民間参入�
    （国際入札による民間オペレーターの選定）�
※2 ： 官民連携による事業実施手法�

コンセッション料�コンセッション料�

図表d 技術協力（JICA）と資金協力（JBIC）の一体化

運輸省職員など関係者を対象にコンセッションのしくみ、
運用などについてワークショップを開催（撮影：吉田勝美）

連携 ～“足し算”以上の効果を求めて～
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健所に通報）、学校での啓発を通し

て、感染予防活動を行っています。

こういった支援は、IPCAに基づき

つつ、広い地域で総合的、統一的に

対応することが求められるため、①

中央政府レベルでの政策に重点を置い

ているPAHOとの連携を担当する専門

家を派遣し、政策レベルと

現場レベルでの活動の連

携を強めるとともに、②ホン

ジュラス政府、PAHO、

CIDA、NGOとJICAが共

同でホンジュラスの「シャー

ガス病対策5カ年計画」を

策定する、など、各ドナー

機関の強みを組み合わせ

る工夫がされています。

UNHCRとの連携――継ぎ目のな

い援助

難民支援を行っている国連難民高

等弁務官事務所（UNHCR）とは、人

道から開発への継ぎ目のない援助をめ

ざして連携を進めています。

たとえば、チャドでは、UNHCRが

スーダンからの難民支援を、JICAが

難民受入れ地域での農村開発事業を

実施しています。

さらに2004年から、安全管理研修

をUNHCRと共同開催しています。治

安が確保されてない地域での活動が多

いUNHCRには、安全管理のノウハウ

が蓄積されており、共同研修によって、

JICA職員の安全管理技術の向上をめ

ざすとともに、アジアのNGOにも研修

の場を提供しています。
＊1 シャーガス病：中南米特有の媒介虫感染症で、
慢性化すると治療法がなく、10～20年後に心臓疾患
などで死亡する。原虫トリパノソーマを媒介するサシ
ガメは、わらぶき屋根や土壁に生息する。

各
戸
を
巡
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、
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先駆けは「バングラデシュ・
モデル」………………………
2001年のなかばごろから、バング

ラデシュの日本大使館、国際協力銀

行（JBIC）駐在員事務所、JICA事務

所との間で、より一貫性・一体性の

ある援助を実施していくための取り

組みが始まりました。その背景には、

バングラデシュでは非常に多くの援

助機関が活動していて、セクターや

課題ごとのドナーの会合も頻繁に開

催されており、質の高い支援を行う

ためには、日本としてもこれらの会

合に適切に参加していくことが必要

である、という認識の高まりがあり

ました。まず３機関は、それぞれの

担当者をセクターごとに配置するこ

とから始めました。

この取り組みが徐々に活性化して

いき、３機関共同で日本としての重

点セクターを選定するとともに、大

使館員、JBIC駐在員、JICA事務所

員、JICA専門家などから構成される

重点分野別のグループを、各セク

ターに設置しました。そして、各セ

クターの課題、援助基本方針、具体

的な案件概要などのほか、セクター

内の案件の実施スケジュールもわか

りやすく表に取りまとめ、これらを

英訳した上で、バングラデシュ政府

やほかの援助機関に提示し、日本の

援助方針を説明しました。こうした

取り組みは「バングラデシュ・モデ

ル」と呼ばれ、のちに全世界で設置が

進められることになった現地ODAタ

スクフォースの先駆けとなりました。

現地強化をさらに推進 ……
2005年２月に決定された「政府開

発援助（ODA）中期政策」では、効率

よく効果的な援助を実施するための

方策の１つとして、現地の機能強化

をさらに推進することが掲げられて

います。この中心となるのが、現地

ODAタスクフォース（以下、現地タ

スク）です。現地タスクとは、日本大

使館、JICA、JBIC、

日本貿易振興機構

（JETRO）現地事

務所などから構成

され、被援助国と

の対話によって、開

発ニーズを的確に

反映した日本の援

助政策を立案して

いくことをおもな目

的としています。JICAも「現場強化」

の一環として、現地タスクの活動に積

極的に参加しています。

現地タスクは2006年３月現在、70

カ国で設立されており、次のような

役割を担っています（出典：政府開発

援助中期政策）。

①開発ニーズなどの調査・分析

● 被援助国の開発ニーズや被援助国

自身の開発への取り組みについて、

調査・分析する。

②援助政策の立案・検討

● 被援助国の開発計画などと整合性

をもたせるよう、日本の国別援助

計画の策定に参画する。

● 具体的な重点課題別・分野別援助

方針の策定に対して、積極的に提

言する。

集
会
で
村
の
課
題
に
つ
い
て
話
し
合
う
女
性
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女
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が
現
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入
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得
る
仕
事
に
就
き
に
く
い

現地ODAタスクフォース ～オールジャパンの協力に向けて～
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③援助対象候補案件の形成・選定

● 被援助国の要請に優先度をつける。

● 無償資金協力、円借款、技術協力

を組み合わせたモデル案件の形成

に努める。

● 援助手法の見直しを提言する。

④現地援助コミュニティとの連携強化

● 日本の援助政策にそった形で、国

際機関や他ドナーと緊密な連携を

はかる。

⑤被援助国で活動する日本の関係者

との連携強化

● 被援助国で活動する日本のNGOや

学術機関、経済団体などと活発に

意見を交換する。

⑥日本のODAの見直し

● これまでの日本の援助が所期の目

的・意義を達成したか、めざすべ

き方向性は適切であったか、など

について見直す。

⑦情報公開と広報

● 現地タスクの活動について、ホー

ムページなどを通じた積極的な広

報に努める。

バングラデシュでの活動……
2001年なかばごろから開始された

バングラデシュの現地タスクは、引き

続き活発に活動しています。2004年

後半から始まった「対バングラデシュ

国別援助計画」の改訂プロセスでは、

現地タスクが主導的な役割を果たしま

した。また、すべての援助重点セク

ターにチームが設置され、各セクター

の課題や援助の基本方針について、

現地関係者の共通認識を「セクター別

援助方針」に取りまとめています。さら

に、セクター内の案件の実施スケ

ジュールをローリング・プラン＊1として

作成しています。こうした現地タスクの

活発な活動によって、次のような成果

や新たな試みが生まれてきています。

まず、関係者が集まってセクターご

とに援助方針を作成することで、無償

資金協力、有償資金協力、技術協力

を有機的に組み合わせたプログラム化

が進んでいます。このように、①現地

関係者が現地ならではの知

見や経験を活用し、開発

ニーズを分析すること、②

セクターごとに日本の援助の

方針・戦略を作成し、バン

グラデシュ政府と対話する

こと、この２点を通じて、

ニーズに合致した候補案件

が形成されるようになってき

ています。

また、組織を超え、オー

ルジャパンとしての総合力を

発揮することで、日本の援助

方針をバングラデシュ政府

や他の援助機関に明確に伝

え、援助協調を促進するこ

とができます。その１つの

成果が、世界銀行、アジア

開発銀行（ADB）、英国国際開発省

（DFID）と日本が共同作業を通じて「共

通国別戦略」を策定したことです。バン

グラデシュ政府では貧困削減戦略書

（PRSP）を作成し、これに基づいて貧

困削減への取り組みを進めています

が、「共通国別戦略」では、バングラデ

シュに対する主要ドナーである上記四

者が、それぞれの援助戦略の方向性を

共有し、事業レベルの協調を推進する

ことで、より効果的に貧困削減戦略の

実施プロセスを支援することをめざして

います。そのためにめざすべきアウトカ

ム（成果）、モニタリング指標などを整

理した四者共通の戦略とアウトカム・マ

トリックスが作成されており、今後、各

課題・セクターの担当を四者間で割り

振り、分担に応じて他ドナーとの調整

やアウトカムのモニタリングを行うため

の枠組みが整理されつつあります。

さらに、バングラデシュ現地タス

クでは、対外広報、開発教育も積極

的に行っています。2006年３月11日

には、タンザニアの現地タスクと共

催で「援助の現場と日本を結ぶ開発

セミナー」を開催しました。両現地タ

スクの発案から企画が具体化したこ

のセミナーにはNGOや一般市民も参

加し、テレビ会議システム（JICA-

Net）を活用して、現地と東京、大阪

を結んで実施されました。

セミナーでは、現地タスクの活動を

紹介したほか、JICA職員・専門家、

JBIC駐在員、NGOスタッフ、国際機

関の職員を含む援助の現場で働く日

本人が、日々何を感じ、どのように活

動に取り組んでいるかを現地から伝え

ました。日本会場では、開発に取り組

むユース団体のネットワーク、YDP

Japan Networkが「いま、ユースとし

てできること」をテーマに発表を行い、

一般参加者も加わって「自分たちがで

きる国際協力」について、現地と日本

を結んで意見を交換しました。東京、

大阪両会場あわせて246人が参加す

る盛況となり、「実際に協力に携わって

いる人から直接、話が聞けてよかっ

た。今度はスタディツアーで現場に

行ってみたい」といった声が聞かれる

など、現場から直接意見を発信する効

果が表れたと考えています。

JICAでは引き続き、現場での援助

関係者と連携し、開発途上国のニー

ズを的確に把握して事業を行ってい

くために、現地タスクの活動に積極

的に参加していく方針です。
＊1 ローリング・プラン：各セクターにおける案件の
時間的な相関関係を示す計画表。
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）

JICA2006年本文_初校  06.9.7  8:26 PM  ページ19



20 JICA 2006

開発途上国と市民を結ぶ架
け橋に ………………………
「世界の人たちはどんな暮らしをして

いるの？」「国際協力って、私にもでき

るの？」「ボランティア仲間を増やした

い」。そんな市民の「国際協力したい・

知りたい」を応援する場として、「JICA

地球ひろば」は、2006年４月１日、東

京都渋谷区広尾にオープンしました。

JICAでは2003年10月の独立行政

法人化にともない、組織改革を推進

しています。2004年度の「海外の現

場強化」に続いて、2005年度には改

革第二弾として「国内事業改革」を進

めてきました。その過程で、JICAの

市民参加協力事業の拠点とするため、

JICA広尾の組織を改編し、施設を改

修して「JICA地球ひろば」としました。

「JICA地球ひろば」は、途上国の現

状や世界共通の課題について市民の

理解を進め、国際協力への参加につ

なげるため、各種展示やセミナー開催

などを通して情報を発信するほか、市

民同士の交流を支援するなど、さまざ

まな機能を備える複合施設です。広

尾は、1968年に青年海外協力隊の事

務局と訓練所が設置された、いわば

JICA海外ボランティア発祥の地です。

この場所に、青年海外協力隊の精神

を引き継いで「JICA地球ひろば」が誕

生したのです。

全国各地で、国際協力に対する市

民レベルの関心が高まり、多種多様

な活動が広がってきています。JICA

が市民参加による国際協力の拠点を

設立した背景には、こうした市民活

動の広がりと開発途上国の課題や

ODAの現場とをいかに結びつけてい

くか、という問題意識がありました。

JICAでは、これまでも市民の国際協

力への理解や参加を促進するため、中

学生・高校生エッセイコンテストや開発

パートナー事業などを実施していました

が、2003年10月に独立行政法人化し

た際、これらの事業をより効果的に実施

するため、国際協力機構法に「市民参

加協力事業」（P.105参照）が明文化さ

れました。

JICAには全国に国内機関があり、

国際協力における市民と国内機関の

連携を進めています。「JICA地球ひろ

ば」は、市民参加による国際協力の輪

を国内にさらに広げていく中心として

の役割も担っていくことになります。

市民・JICA双方の発信が可能に
東京都心部の地下鉄広尾駅から徒

歩１分という利便性に加え、５階建

てのビルすべての階に市民に開かれ

たスペースを用意し、子どもから大

2 国内事業改革――市民参加の進展

市民一人ひとりの「国際協力したい・知りたい」をカタチにします。

体感を通して世界がわかる「体験ゾーン」

「JICA地球ひろば」の設立
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一環として、世界各地の料

理を提供するとともに、そ

の背景となる文化も紹介

しており、日本にいながら

にして、海外の食文化が体

験できます。そのほかにも、

宿泊施設など、多くの機能

をあわせもつ複合施設と

なっています。

市民参加による国際協力を支援
「JICA地球ひろば」は、市民参加に

よる国際協力の拠点として、市民に開

かれた事業を展開します。

①開発教育に対する支援

開発教育・国際理解教育支援事業

として、一般の訪問受入れや、出前講

座＊1、中学生・高校生エッセイコンテ

スト、開発教育指導者研修、教師海

外研修、開発教育教材作成などを

行っています。2005年度にこれらの事

業に参加した市民は、全国で31万人

を超えています。

参加者のなかには、出前講座で協

力隊OBの体験談を聞き、自ら協力

隊に参加した人もいます。出前講座

を依頼した教員が、自分自身の開発

教育指導力を高めるために教師海外

研修に参加し、帰国後は派遣中の隊

員との交流を通した開発教育プログラ

ムを独自に展開した例もあります。

開発教育の支援を通じて、開発途

上国についての知見を日本社会に還

元すること（知見の還元）、自主的に何

ができるかを考える機会を市民に提供

すること（考える機会の提供）に重点を

置いています。

②国際協力への参

加相談・支援

JICAボランティ

ア事業や草の根技

術協力事業への応

募相談、NGOや

国際協力活動の情

報提供など、国際

協力に参加を希望

する市民の相談窓
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人までだれもが国際協力にふれられる

よう、随所に工夫を散りばめています。

１階には「体験ゾーン」と呼ぶ展

示・相談スペースを設け、「見る」「聞

く」「ふれる」といった体感を通して、

世界の人々の暮らしぶりや考え方、抱

えている問題などが理解できるように

なっています。スペース中央のサーク

ルには、「地球案内人」と呼ばれる解

説スタッフが複数常駐し、世界が直面

する課題を来訪者と一緒に考えたり、

行動を起こしたいと思っている来訪者

の相談にのったりします。

また、「JICA地球ひろば」では、毎

月テーマを決めて全館を運営していま

す。たとえば、４月は「世界の幸せと悲し

み（人間の安全保障）」、６月は「ずっと

地球で暮らしたい（環境）」、８月は「ア

フリカ」といった具合です。「体験ゾー

ン」の展示は、これらの月別テーマに

あわせて入れ替えます。途上国の暮ら

しや世界が抱える問題の発信を重視

し、さまざまな市民層からの意見も取り

入れながら、一般市民への伝わりやす

さを心がけ、展示物などを製作してい

きます。

また、施設正面玄関にある企画展示

スペースやセミナールーム、講堂などは

「交流ゾーン」と呼び、市民や在京大使

館などに、国際協力に関係した展示会、

シンポジウム、報告会などに利用しても

らいます。このスペースによって、市民へ

の情報発信とともに、市民による発信

機能をも強化した施設となりました。

敷地内に併設されている「カフェ・フ

ロンティア」では、途上国理解を進める

口となります。

ボランティア事業、草の根技術協力

事業は、海外で活動し、開発途上国

の地域住民を直接の対象とする活動

です。そのため、市民がもつ知見・経

験・技術力と、相手国の地域住民が

必要としている技術移転の内容が適合

しているかという視点に立って相談を

受け、また、事業を具現化させるため

の取り組みを支援します。

さらに、国際協力活動について知

りたい、あるいは、今後取り組んで

みたいという市民に対しては、具体

的な情報を提供したり、取り組み事

例などを紹介したりします。

③市民団体・地方自治体への支援

「JICA地球ひろば」では、NGOや

自治体への支援として、各種研修を

行っています。

NGO向け研修には、a）NGO-JICA

相互研修、b）PCM研修、c）草の根

技術協力事業の事業提案書作成演習

などがあります。

a）NGO-JICA相互研修は、NGO

諸団体とJICAのスタッフが主体的に

研修に参加し、それぞれのプロジェク

トを紹介し、意見を交換して互いの事

業への理解を深め、双方の活動を向

上させ、協力・連携を推進することを

目的としています。b）PCM研修は、

事業管理手法の１つであるPCM手法

を理解してもらうものです。c）草の根

技術協力事業の事業提案書作成演習

は、草の根技術協力事業に応募する

際に役立ててもらうための研修です。

自治体職員向け研修は、国際協力

事業を実施している自治体の職員や展示会やシンポジウムも開催できる交流ゾーン

小学生向けの出前講座

JICA2006年本文_初校  06.9.7  8:26 PM  ページ21



22 JICA 2006

国際交流協会の職員を対象に、JICA

が実施している国際協力事業を紹介

し、現場で必要となる知識やノウハ

ウを提供し、自治体による国際協力

事業やJICAとの連携事業の推進を支

援するものです。

④市民参加による国際協力の実施

対象都県（栃木、群馬、埼玉、千

葉、東京、新潟、山梨）で各種事業

を実施します。2005年度の実績は、

以下のとおりです。

草の根技術協力事業では56案件を

実施し、ボランティア事業では81会場

で説明会を開催しました。開発教育支

援事業では、出前講座として小学校、

中学校、高校に計211人の講師を派

遣し、計２万493人の受講者に対し、

世界の抱える問題と国際協力の必要

性を理解してもらうための授業を行い

ました。

また、市民参加協力事業、青年招

へい事業、日系研修員受入事業、広

報事業でも、市民の発意とアイデア

がそれぞれの事業に適合するよう調整

しつつ、事業を展開しました。

今後は、こうした活動から得た経

験・知見・成果を分析して、市民が

国際協力により参画しやすくなるよう、

環境の整備に努めていきます。

⑤帰国ボランティアの社会還元の支援

「JICA地球ひろば」は、青年海外協

力隊員と日系社会青年ボランティアが

帰国して真っ先に足を運ぶ場所です＊2。

帰国ボランティアは、ここで帰国直後

の各種プログラムを受講します。「JICA

地球ひろば」は、企業からの具体的な

求人情報を提供するほか、カウンセリン

グなどを通じて進路開拓を支援します。

また、業種や分野、テーマを替えて、年

に十数回「進路開拓支援セミナー」を

開催し、毎回参加者から好評を得てい

ます。

「ボランティア経験・知見の日本社

会への還元を推進する」ことは、JICA

の新たな課題です。出前講座などの

開発教育支援や地域の国際化などに

帰国ボランティアが主体性をもって

取り組んでいけるよう、サポートし

ていきます。

JICA地球ひろば開所式
2006年4月15日、「JICA地球ひろば」の開所式が催されました。

式典には、NGO、大学関係者をはじめ、国会議員、各国駐日大使、地方自治体関

係者など、約230人が出席しました。

主催者挨拶でJICA理事長緒方貞子は、「JICAは、途上国の現場の様子をより広く、よ

りわかりやすい形で市民の方々と共有し、また、さらにしっかりと市民の関心やニーズを

把握し、これに応えていけるよう、市民の国際協力活動とJICAの事業とを結びつける努

力をしてまいります」と表明しました。次いで、海部元総理大臣をはじめ、来賓の方々か

ら、市民参加による国際協力を推進する拠点としての「JICA地球ひろば」への熱い期待

が語られました。

式典のあと、出席者は世界の開発課題をわかりやすく展示した「体験ゾーン」を視察し

ました。地球案内人（体験ゾーンスタッフ）の

説明を受けながら、「世界の幸せと悲しみ」を

テーマとした展示にふれた出席者から、「私

たちの生活と世界とがつながっていることが

理解できた」「今度は家族を連れて来館し、

世界のことを考えたい」というコメントが多数

寄せられました。 市民参加の進展を祈りつつ行われたテープカット

JICA�

地球ひろば�
JICA�

地球ひろば�

●途上国の人々への共感や連帯感を育む場�
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「JICA地球ひろば」の可能性
「JICA地球ひろば」は、国際協力にか

かわる市民に向けて、大きく開かれて

います。「JICA地球ひろば」で、文化の

違いや世界中で困っている人々の状況

を体験したことが、同じ人間としての共

感や連帯感につながり、国際協力と自

分の人生との結びつきを考えるきっかけ

になることを私たちは望んでいます。

そして、国際協力に対する市民参加

のサイクル（関心が高まる→理解が進

む→行動を起こす→海外での活動に

参加する→協力体験を社会に還元す

る→関心が高まる…）が実現し、ここ

「JICA地球ひろば」が市民レベルで日

本と途上国を結ぶ架け橋となることを

めざしています。

市民の国際協力活動を応援するこ

とによって、国際協力への参加者が

増えること、多くの市民が国際協力

活動に参加することで、それぞれの

心が豊かになること、さらに、市民

レベルで日本と途上国がつながり、

互いの地域社会がともに活性化する

こと――「JICA地球ひろば」は、その

可能性を追求していきます。
＊1 出前講座：JICA国際協力出前講座。開発途上
国の実情を知り、国際協力の必要性を理解してもらう
ため、JICA職員や専門家・青年海外協力隊OB、来日
中の研修員などを講師として外部に派遣する制度。

＊2 ボランティアチーム帰国受付班が対応。ただし、
シニア・ボランティアは除く。

図表e JICA地球ひろばの役割
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JICAは、大学との連携に、事業の

質的向上、援助人材の育成、地方発

の事業展開の活性化などといった効

果を期待しています。特に、大学は

知の集合体であり、そこで蓄積され

てきた知見をこれまで以上に国際協

力事業に活用していきたいと考えて

います。

これまでJICAは、専門家の派遣、

研修員の受入れ、技術協力プロジェク

ト、草の根技術協力事業、連携講座

の実施など、さまざまな国際協力事業

の場面で大学と連携してきました。し

かし、それらは大学の教官個人を起点

とした関係にとどまりがちで、組織的な

つながりは必ずしも十分ではありませ

んでした。そこで、JICAでは、特に

JICAの国内機関（国際センター）との

連携の緊密化が期待できる大学を中

心に、いくつかの大学との間で、包括

的な連携の枠組み（「連携協力協定」

と「覚書」）を導入し始めました。こうし

た枠組みを導入することで、大学との

組織的な協力関係を構築し、事業の

相乗効果を高めることがねらいです。

これまでに10の大学と６つの協定・

覚書を締結しました。

議論や情報交換が活発化……
大学との連携協力協定・覚書を導

入したことで、大学とJICAの双方が

連携の推進を前提として、意識的に

連絡を取り合うようになり、連携を

巡る議論や情報交換が活発になって

います。新たな事業への発展、事業

間の相乗効果の増進にも一定の効果

が見られ、大学側の協力体制もより

組織的なものに発展しました。

北海道大学とJICA札幌

JICA札幌と北海道大学の間で、協

定に基づく連携協定協議会の定期的

な開催が始まり、協力の具体的な内

容を議論しています。その結果が、

「JICA北大連携国際協力セミナー」の

定期的な開催（年６回）、カリキュラ

ム内での連携講座（国際協力概論、

ボランティア論。2006年度開始）の

実施につながっています。また、北

大が文部科学省の「大学国際戦略本

部強化事業」を活用して進めている

「持続可能な開発国際戦略」に対して

も、JICAとしてどのような協力がで

きるか、具体的な協議を開始してい

ます。

帯広畜産大学とJICA帯広

協定をもとにJICA帯広と大学によ

る運営委員会を組織し、毎月の連絡

協議会を通して連携活動を具体化し

ています。協定締結以前から実施し

ている事業（研修事業や連携講座な

ど）のほかに、JICAのボランティア

事業を核とした人材育成・国際協力

事業にも取り組んでいます。2005年

度は、ボランティアの短期派遣制度

を活用し、帯広畜産大学の学生がタ

イ（１人）とフィリピン「酪農開発強

化プロジェクト」（14人）に派遣され、

現地に赴任中の協力隊員の活動を補

完しました。2006年度も、６人の学

生の派遣準備を進めています。こう

した取り組みの結果、ボランティア

短期派遣に参加した学生がサークル

を設立し、さらに大学のホームペー

ジにプロジェクト支援の専用サイト

が立ち上がるといった展開が見られ、

フィリピンで活動する協力隊員やプ

ロジェクト関係者との情報共有や意

見交換が行われています。大学側は

プロジェクトの国内支援機関として、

隊員やカウンターパートに対して積

極的に技術支援を行うことを計画し

ており、フィリピン側もこうした動

きを高く評価しています。

また、帯広畜産大では2005年度に

海外の長期ボランティア経験者を対

象とした「大学院畜産学研究科修士

課程国際協力特別選抜制度」を設け

ました。この制度は、授業料分の奨

学金を学生に貸与し、一定期間国際

協力関係の業務に従事した場合は返

還を免除するといった優遇措置をと

るものです。

さらに、国際協力をめざす学生の

ために、専攻コース「国際協力ユニッ

ト」を設立し（2006年度）、国際協力

人材の育成を強化しています。

今後の方向性 ………………
協定・覚書の締結は、大学との戦

略的な連携を考える上での１つの方

策です。JICAは今後そのあり方を含

め、大学との連携方法を引き続き模

索していきます。他方、こうした協

定や覚書などの枠組みをあえて構築

しない大学との間でも、さまざまな

事業（専門家の派遣、研修員の受入

れ、技術協力プロジェクト、草の根

技術協力事業、連携講座の実施な

ど）において、大学の知見を国際協力

事業にいっそう活用していきたいと

考えています。

図表f 連携協力協定・覚書の概要とこれまでの実績

概
要

実
績

連携協力協定
JICAと大学が組織全体で交わす連携文書。目的や
方向性などは幅をもたせて定義し、具体的な連携
活動は年度ごとの協議で合意。

覚書
JICAの国内機関長と大学の間（大学全体や特定の
学部を想定）で交わす連携文書。協定と同じく連携
の具体的活動は年度ごとの協議で合意。

締結先 署名日

帯広畜産大学 2005.2.10

北海道大学 2005.4.12

広島大学 2005.12.14

締結先（連携国内機関） 署名日

横浜市立大学（JICA横浜） 2005.9.16

四国国立５大学※（JICA四国） 2006.3.16

山口大学教育学部、経済学部（JICA中国） 2006.3.27

※高知大学、徳島大学、香川大学、愛媛大学、鳴門教育大学

短期派遣青年海外協力隊員としてフィリピンで活動
する帯広畜産大生

大学連携 ～大学の知見を国際協力に活用～
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3 政府のODA改革における新たなJICAの課題

今回のODA改革は政府の政策金融

改革から派生し、検討が進められて

きました。2005年10月には有識者か

らなる「海外経済協力に関する検討

会」が政府に設置され、2006年２月

には同会が最終報告である検討会報

告書を取りまとめました。

一連の議論には、大きく３つのポイ

ントがありました。①ODAを中心とし

た海外経済協力の司令塔機能を強化

するため、総理大臣主導のもと、閣僚

レベルの「海外経済協力会議」を設置

し、ODAの重要事項を機動的かつ実

質的に審議する体制を整備すること、

②ODA政策の立案・調整の中心とな

る外務省が、引き続きこの任にあたっ

ていくこと、③JICAを中心にODAの

実施機関を改編し、技術協力、無償

資金協力、有償資金協力（円借款）を

一元的に実施する機関とすることです。

2006年５月に成立した行政改革推

進法には、「独立行政法人国際協力機

構法（JICA法）を改正し、国際協力銀

行（JBIC）の海外経済協力業務（円借

款業務）をJICAに承継する」という内

容が盛り込まれました。今後、ODA

全体の改革へ向けた体制整備を政府

が進めていく予定ですが、JICAでも

2006年３月に統合準備室を設置し、

よりよい援助を実施するための体制づ

くりを検討し始めました。

JICAではこれまで「JICA改革プラ

ン」に基づき、「現場主義」「人間の

安全保障」「効果・効率性と迅速性」

という３つの視点から、業務運営や

組織体制の改革を推進してきました。

また、国内事業についても、途上国

のニーズにより的確に応えられるよ

う、研修員受入事業の改善を中心と

した改革を進めてきています。これ

らの改革を定着させるため、JICAは

2006年度を改革の総仕上げの年と位

置づけました。そして、在外事務所と

本部の二人三脚体制の構築、事業の

質を向上させるための事業の戦略性

強化とプログラム化の促進、研修成

果の発現促進などを当面の課題とし

て、取り組みを進めています。

このようにJICAでは、現場の目線

とニーズに基づく迅速な事業の実施

と質の向上を目標に掲げ、改革を進

めてきましたが、この目標はJICAの

みならずODA全体の課題でもあると

考えています。前述の検討会報告書

では「援助の効率的実施、『顔の見え

る援助』の観点から、ODAを一元的

に実施すれば、スキーム間連携の強

化などを通じて援助効果の向上が期

待される」と指摘されています。

統合に向けた体制を検討していく

にあたり、国民や開発途上国など内

外の期待に応えるために、具体的に

は次のような課題が考えられます。

①一体的な事業運営体制の構築

技術協力、無償資金協力、有償資

金協力が一体となって運営されること

で、より大きい効果が生み出され、受

益者である開発途上国にとっても利益

となります。そこで、事業の質を向上

させるために、組織体制の強化を進

める必要があると考えています。

②効果的な事業を実施するための体

制強化

ODAの効果をさらに高めるため、

企画調整機能と、国・地域別アプ

ローチを基本とした事業計画策定機

能を強化することが必要です。さら

に、専門的知見を集積することで、

事業の効果と効率を追求することが

求められています。

③機動的で迅速な実施体制の構築

政府が策定した戦略・政策にそって、

事業を機動的かつ迅速に実施できる体

制を構築することも課題の１つです。

④専門的能力の育成

一元化された開発援助機関にふさ

わしい調査・研究機能、人材育成機

能を確保することも必要です。

今回のODA改革がめざすのは、援

助効果のいっそうの拡大という目標で

す。この目標に向けて、以上のような

認識のもと、新たな挑戦がJICAに求

められています。

ODAの実施機関をJICA中心に改編

統合に向けた課題に取り組む

タイ・ラムチャバン港コンテナターミナルBバース。JICA
が実施した開発調査に基づき、円借款で建設された
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ODAとは？ …………………………………………………………

開発途上国の社会・経済の開発を支援するため、各

国の政府をはじめ、国際機関、NGO、民間企業など、

さまざまな機関や団体が経済協力を行っています（図

表1-１参照）。これらの経済協力のうち、各国政府が

開発途上国に提供する資金や技術を政府開発援助

（Official Development Assistance：ODA）といい

ます。

ODAは、その形態から、二国間贈与、二国間政

府貸付等、国際機関への出資・拠出（多国間援助）の

３つに分けられます。それぞれの概要は次のとおり

です。

二国間贈与 ……………………………………………………………

二国間贈与には、開発途上国に技術の移転を行う技

術協力と、返済義務を課さない資金を供与する無償資

金協力とがあります。

1. 技術協力

技術協力は、開発途上国の社会・経済の開発の担い

手となる人材を育成するため、日本の技術や技能、知

識を開発途上国に移転し、あるいは、その国の実情に

あった適切な技術などの開発や改良を支援するととも

に、技術水準の向上、制度や組織の確立や整備などに

寄与するものです。

具体的には、開発途上国の技術者や行政官に研修の

機会を提供する技術研修の実施、専門的な技術や知識

をもつ専門家やボランティアの派遣、都市や農業、運

輸など各種の開発計画の作成や資源の開発などを支援

する開発調査、災害時の被災者の救援や災害復旧の支

援などがあります。

2. 無償資金協力

無償資金協力は、学校、病院などの施設の建設、

教育訓練機材や医療機材など資機材の調達、災害の復

興などに必要な資金を供与するものです。

無償資金協力は、その形態から、①一般無償、②

水産無償、③文化無償、④緊急無償（復興開発支援を

含む）、⑤食糧援助（KR）、⑥貧困農民支援（2KR）の

第1章　日本のODAとJICA事業概況

日本のODAとJICA
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鉱山開発による環境への影響の軽減を目的に行われているチリ
「鉱害防止指導体制強化プロジェクト」

子どもたちに習字を教える青年海外協力隊隊員（ルーマニア）

日本のODAの概要
６種類に分けられます。

JICAは、上記の①～⑥のなかで、①の一般無償のう

ち、一般プロジェクト無償および留学・研究支援無償、

②水産無償、③文化無償、⑤食糧援助、⑥貧困農民支

援について、施設の建設や資機材の調達に必要な基本

設計を行う基本設計調査業務、およびそれらの建設や

調達を円滑に実施するための調査、斡旋、連絡などの

実施促進業務を担当しています。

なお、2006年度はテロ対策等治安無償、防災・災

害復興支援無償、コミュニティ開発支援無償が創設さ

れます。

二国間政府貸付等 ………………………………………………

二国間政府貸付等とは、開発に必要な資金を、長

期かつ低利の条件で貸し付けるものです。これは、①

開発途上国の政府または政府関係機関に直接貸し付け

る政府直接借款と、②開発途上国で事業を行う日本企

業、または現地企業に融資や出資を行う海外投融資に

分けられます。

政府直接借款は、一般的には円借款と呼ばれてお

り、これまでは、道路、ダム、通信施設、農業開発

などの経済インフラや社会インフラ整備のためのプロ

ジェクト借款が中心となっていましたが、近年は、国

際収支の改善のための商品借款（外貨不足の国に対し

て行う物資購入のための資金協力）や、教育などのソ

フト面の借款の比重が増えています。
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ODA予算の内訳 …………………………………………………

日本のODA関連の予算（一般会計）は、前記の形態

別に集計すると、その内訳は図表1-2のとおりとなり

ます。

これらの予算は、13省庁に計上されています（図表

1-3）。ODA予算の最大の実行機関は外務省で、この

なかには、JICAが担当する技術協力予算のほか、無

償資金協力関連予算、UNDPなどの国連関係諸機関

への拠出金などが含まれています。

経済産業省の予算には、関係団体を通じた研修員の

受入経費や、海外で行う各種の調査経費が含まれてお

り、調査経費の一部は、JICAが受託し、実施してい

ます。財務省は、国際協力銀行（JBIC）が担当する二

国間政府貸付関係、世界銀行など国際開発金融機関

への出資金などの予算を担当しています。

JICA以外のODA技術協力実施機関 ……………

日本政府の技術協力関連予算により事業を実施する

機関は、JICAのほか、独立行政法人国際交流基金

（JF）、独立行政法人日本貿易振興機構（JETRO）、

（財）海外技術者研修協会（AOTS）、（財）海外貿易開

発協会（JODC）などがあります。

国際交流基金（JF）は、国際相互理解の増進と国際

友好親善の促進を目的として、1972年に設立された特

殊法人国際交流基金を前身とし、2003年10月から独

立行政法人としてあらたに発足しました。同基金の事

業予算の一部は、外務省担当の予算から交付されてい

ます。先進国向けの事業と開発途上国向けの事業双方

を実施しており、このうち開発途上国を対象とする人

物交流、日本語普及、日本文化紹介などの事業に、

主としてODA予算が使用されています。

日本貿易振興機構（JETRO）は、日本の貿易振興

事業を総合的に実施する機関として、1958年に設立

された特殊法人日本貿易振興会を前身としています。

1960年代後半から、開発途上国からの輸入促進に力

を入れており、開発途上国の貿易政策担当者や、対

ODAの予算と実施体制

政府開発援助�
（ODA）�

その他政府�
資金の流れ�
（OOF）�

民間資金の流れ�
（PF）�

NGOによる贈与�

経済協力�

二国間贈与�

二国間政府貸付等�

国際機関への出資・�
拠出など�

輸出信用�

直接投資金融など�

国際機関に対する融資など�

銀行貸付�

民間輸出信用�

直接投資�

開発途上国および�
国際機関の証券・債券の購入�

技術協力�

無償資金協力�

研修員受入�

専門家派遣�

機材供与�

技術協力プロジェクト�

開発調査�

青年海外協力隊派遣�

国際緊急援助�

その他�

経済開発などの援助�

食糧増産などの援助�

（一般無償、水産無償、�
緊急無償、文化無償）�

（食糧援助、貧困農民支援）�

図表1-1 経済協力と政府開発援助

国際機関への出資・拠出（多国間援助）…………

多国間援助は、国際機関に資金を出資または拠出す

ることで、間接的に援助を行うものです。

対象となる国際機関としては、国連開発計画

（UNDP）、国連人口基金（UNFPA）、国連児童基金

（UNICEF）などの国連関係の諸機関への拠出、世界

銀行、国際開発協会（IDA、第二世界銀行）、アジア

開発銀行（ADB）などの国際開発金融機関への出資が

あります。
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日輸出を担当する民間企業の幹部などを日本へ受け

入れたり、経済改革促進支援や対日輸出促進、適正

技術普及のための専門家派遣などの事業を実施して

います。1998年７月、JETROはアジア経済研究所

（IDE）と統合し、開発途上国の経済その他諸事情に

ついての基礎的、総合的調査研究もあわせて実施す

るようになり、2003年10月に独立行政法人としてあ

らたに発足しました。

（財）海外技術者研修協会（AOTS）は、海外の民間

企業から研修員を受け入れる機関として、1959年に設

立された経済産業省所管の公益法人です。また、（財）

海外貿易開発協会（JODC）は、同じく経済産業省所管

の公益法人として、開発途上国地域の産業開発の促進

と日本の貿易振興をはかるため、1970年に設立された

57

32

110

957

391

488,063

（160,077）

204,101

43,809

10,006

5,246

32,118

926

383

38

23

103

954

361

473,291

（157,516）

193,225

43,228

9,945

4,975

32,255

929

400

▲33.1

▲29.6

▲5.8

▲0.3

▲7.6

▲3.0

▲1.6

▲5.3

▲1.3

▲0.6

▲5.2

0.4

0.4

4.4

内閣本府

警察庁

金融庁

総務省

法務省

外務省

（うちJICA）

財務省

文部科学省

厚生労働省

農林水産省

経済産業省

国土交通省

環境省

6,118

5,173

1,765

0

20

300

3,087

（1,601）

945

668

277

1,744

1,744

5,939

5,030

1,682

0

48

300

3,000

（1,575）

909

648

261

1,659

1,659

▲2.9

▲2.8

▲4.7

皆減

140.0

0.0

▲2.8

▲1.6

▲3.9

▲3.1

▲5.9

▲4.9

▲4.9

Ⅰ贈与

1. 二国間贈与

（1）経済開発等援助

（2）食糧増産等援助

（3）貿易再保険特会繰入

（4）国際協力銀行交付金

（5）技術協力等

（うちJICA）

2. 国際機関への出資・拠出

（1）国連等諸機関

（2）国際開発金融機関

Ⅱ借款

国際協力銀行

Ⅲ　　計 7,862 7,597 ▲3.4

＊四捨五入の関係で、合計と細目の合計とが一致しないことがある。

＊四捨五入の関係で、合計と細目の合計とが一致しないことがある。

区　　分
予算額 予算額 伸び率

2005年度 2006年度

計 786,198 759,728 ▲3.4

区　　分
予算額 予算額 伸び率

2005年度 2006年度

日本のODA全体

日本の技術協力

JICAの
技術協力

技術協力全体に
占めるJICAの割合

2006年度
一般会計予算 経費実績

2005暦年実績

人数実績

研修員 専門家･調査団 協力隊 留学生

7,597億円
13,237百万ドル
（14,574億円）

3,000億円
2,749百万ドル
（3,027億円）

41,486人† 15,355人† 5,437人† 105,755人†

1,644億円
1,325百万ドル
（1,458億円）

54.8% 48.2%

23,834人 13,458人 5,443人 0人

＊2005年DAC指定レート：１ドル＝110.1円。
＊東欧向け実績を含む。
＊JICAの技術協力実績には経済産業省などからの受託分による実績も含む。
＊2005年の日本の経費実績は暫定値。
＊人数実績は新規・継続の合計数。協力隊はその他ボランティアを含む。
†日本の技術協力の人数実績は2004年のもの。

図表1-2 政府全体のODA予算（一般会計）（単位：億円、%） 図表1-3 省庁別ODA予算（一般会計）（単位：百万円、%）

図表1-4 日本のODA予算とJICAの技術協力実績（DACベース）
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円ベース（億円） 構成比（%）ドルベース（百万ドル）

実 績 対前年比（%） 実 績 対前年比（%） ODA 二国間

O

D

A

二
　
国
　
間
　
O

D

A

贈
　
与

無償資金協力

（東欧および卒業国向け実績を除く）

援助形態

援助実績

技術協力

（東欧および卒業国向け実績を除く）

政府貸付等
（貸付実行額）
（回収額）
（東欧および卒業国向け実績を除く）

国際機関向け拠出・出資等

（EBRD向け拠出を除く）

名目GNI（速報値） （10億ドル、10億円）
対GNI比（%）：（東欧、卒業国およびEBRDを含む）

（東欧、卒業国およびEBRD向け実績を除く）

計

（東欧および卒業国向け実績を除く）

計

（東欧および卒業国向け実績を除く）

計（東欧、卒業国およびEBRDを含む）

（東欧、卒業国およびEBRD向け実績を除く）

1,749.76

1,747.93 

-8.5 

-8.5 

1,926.48 

1,924.47 

-6.8 

-6.8 

13.2 

13.3 

16.7 

16.8

2,749.01 

2,670.50 

-5.5 

-4.9 

3,026.66 

2,940.22 

-3.8

-3.1 

20.8 

20.4 

26.2 

25.7 

9,274.45 

9,194.12 

28.2 

28.9 

10,211.17 

10,122.72 

30.6 

31.3 

70.1 

70.2 

88.4 

88.3 

1,211.67
（6,823.24）
（5,611.57）
1,213.53 

-194.6 

（11.7）

（-24.1）

-200.0 

1,334.05 

（7,512.39）

（6,178.34）

1,336.10 

-196.3 

（13.8）

（-22.7）

-201.9 

9.2 

（51.5）

（42.4）

9.3 

11.6 

（65.1）

（53.5）

11.7 

10,486.12

10,407.65 

76.1 

75.9 

11,545.22 

11,458.82 

79.4 

79.1

79.2 

79.4 

100.0 

100.0 

2,751.35 

2,692.86 

-10.2 

-10.4 

3,029.24 

2,964.84 

-8.6 

-8.7 

20.8

20.6 

13,237.47 

13,100.50 

46.8 

46.8 

14,574.46 

14,423.65 

49.5 

49.5 

100.0 

100.0 

4,675.02
0.28 
0.28 

-0.1 514,719.40 

0.28 

0.28 

1.8

＊卒業国で実績を有するのは次の13カ国・地域（ブルネイ、クウェート、カタール、シンガポール、アラブ首長国連邦､イスラエル、香港、キプロス、韓国、マカオ、マルタ、ス
ロベニア、バーレーン）。
＊2005年DAC指定レート：１ドル＝110.1円（2004年比で2.0円の円安）。
＊四捨五入の関係上、各形態の計が一致しないことがある｡
＊EBRD：欧州復興開発銀行。

もので、日本人の技術者や経営専門家の派遣などの事

業を行っています。

ODAにおけるJICAの役割………………………………

JICAは、日本政府による技術協力の中核的な役割

を果たしています。

2006年度の日本の技術協力予算は、3000億円とな

っており、ODA予算全体の39.5%を占めています（図

表1-4）。JICAは、このうち1644億円と、54.8%にあ

たる予算を担当しています。

JICA事業の特色は、人を通じた顔の見える援助で、

日本が強く求められている人的な国際貢献を事業の中

心にすえています。JICAは、2006年３月末までに、

技術協力専門家、調査団員、青年海外協力隊隊員、

シニア海外ボランティアなど、累計30万7774人の要員

を開発途上国に派遣し、また、累計32万46人に及ぶ

それらの国々の技術者や行政官を、日本や開発途上

国、近隣の第三国などで実施される研修に受け入れ、

人材育成を支援しています。

JICAの事業は、国際協力銀行（JBIC）が実施する円

借款とも深い関係があります。JICAは、開発途上国

の国造りの基礎となる、各種の公共的な開発計画の推

進に必要な調査を行い、その結果を報告書として相手

国に提出しています。その報告書で提言された道路や

病院など公共施設の建設や整備、その他提言の一部

が、円借款を利用して実現しています。

また、JICAが実施している技術協力は、従来は人

造り協力が主流を占めていましたが、近年は、政策・

制度づくりという開発途上国の基盤を強化するための

協力にも力を入れています。

JICAはこうした事業を、日本の国別援助方針に準

拠しつつ、それぞれの国の開発計画を重視して実施し

ています。このため、JICAでは、その国にどのよう

な援助が適切かを調査・研究する国別援助研究を進め

るとともに、さまざまな機会を通じて相手国政府関係

者との対話を深め、それぞれの国の実情に即した援助

となるよう配慮しています。

ODA大綱の見直し ……………………………………………

日本政府は、ODAの理念や原則を明確化すること

図表1-5 2005年（暦年）の日本のODA実績（援助形態別、暫定値）
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ODAの実績 …………………………………………………………

2005年の日本のODA実績は、総額で131億100万

ドル（東欧、卒業国、EBRD［欧州復興開発銀行］向

け実績を除く）と、アメリカ合衆国に次ぎ世界第２位

の援助国となっています（図表1-6）。この額は、

DAC加盟22カ国の2005年のODA総額1064億7700万

ドルの12.3%を占めています。一方、国民総所得

（GNI）に占めるODAの割合では、日本は0.28%で、

22カ国中第17位でした。

日本は、援助の質を示す指標の１つと考えられてい

るグラント・エレメントと贈与比率が、依然として

DAC諸国のなかで低い水準にあり、その改善が期待

されています。JICAでは、日本がODAの贈与比率を

高めていくには、技術協力を主とする二国間贈与の拡

充を進めていくことが重要であると考えています。

日本のODAの実績

＊国名の順位はODA総額の順。
＊東欧および卒業国向けは含まない。
＊2005年の数値は暫定値を使用。

出典：2006年DACプレスリリース

（支出純額ベース、単位:百万ドル、%）

国　　　名
順位 実　績 シェア

（%）
対前年比
（%）

2004年

米 国

日 本

英 国

フ ラ ン ス

ド イ ツ

オ ラ ン ダ

イ タ リ ア

カ ナ ダ

ス ウ ェ ー デ ン

ス ペ イ ン

ノ ル ウ ェ ー

デ ン マ ー ク

ベ ル ギ ー

ス イ ス

オ ー ス ト ラ リ ア

オ ー ス ト リ ア

フ ィ ン ラ ン ド

ア イ ル ラ ン ド

ギ リ シ ャ

ポ ル ト ガ ル

ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド

ル ク セ ン ブ ル ク

D A C 諸 国 計

19,705 

8,922 

7,883 

8,473 

7,534

4,204 

2,462 

2,599 

2,722 

2,437

2,199 

2,037

1,463 

1,545 

1,460

678 

680 

607 

465 

1,031 

212 

236 

79,553

24.8 

11.2 

9.9 

10.7 

9.5 

5.3 

3.1 

3.3

3.4 

3.1 

2.8 

2.6 

1.8 

1.9 

1.8 

0.9 

0.9 

0.8 

0.6 

1.3 

0.3 

0.3 

100.0 

20.7 

0.5 

25.5

16.8 

11.1 

5.6 

1.2 

28.0

13.4 

24.3 

7.7 

16.5 

-21.0 

18.9 

19.8 

34.3 

21.9 

20.4 

28.5

222.2 

28.5 

21.6

15.1 

1

2

4

3

5

6

9

8

7

10

11

12

14

13

15

18

17

19

20

16

22

21

順位 実　績 シェア
（%）

対前年比
（%）

2005年

27,457 

13,101

10,754 

10,059 

9,915 

5,131 

5,053

3,731 

3,280 

3,123

2,775 

2,107 

1,975 

1,771 

1,666 

1,552 

897

692 

535 

367 

274 

264 

106,477 

25.8 

12.3 

10.1 

9.4 

9.3 

4.8 

4.7 

3.5 

3.1 

2.9

2.6 

2.0 

1.9 

1.7 

1.6

1.5 

0.8 

0.6 

0.5 

0.3 

0.3 

0.2 

100.0 

39.3

46.8 

36.4 

18.7 

31.6 

22.1

105.2 

43.6 

20.5 

28.1 

26.2

3.4 

35.0

14.6 

14.1 

128.9 

31.9 

14.0 

15.1 

-64.4

29.2 

11.9 

33.8 

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

により、国内外の理解と支持を得、かつ、援助をいっ

そう効果的、効率的に実施していくため、1992年６

月30日、政府開発援助大綱（通称ODA大綱）を閣議決

定しました。

しかし、その後10年間のODAをとりまく情勢の変

化により、ODA大綱の見直しが行われ、2003年８月

29日の閣議で正式に改定されました。

図表1-6 2004年、2005年のDAC諸国のODA実績
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2005年ODA実績………………………………………………

日本の2005年（暦年）におけるODA実績（東欧、卒

業国、EBRDを含む）は、総額132億3747万ドルです。

このうち技術協力は、27億4901万ドルと、日本の

ODA全体の20.8%を占め、また、この技術協力のう

ち、JICAの実績は13億2500万ドルと、技術協力全体

の48.2%を占めました。なお、対前年で比較した場合、

技術協力全体では5.5%減、うちJICA事業は2.1%減と

なっています。技術協力経費の内訳は、図表1-7のと

おりです。

2005年度のJICAの当初予算額は約1689億円で、対

前年度比は1.3%増です。内訳は、交付金が約1601億

円、受託費約42億円などでした。1975年度以降の

JICA予算の推移は、図表1-8のとおりです。また、日

本が実施する無償資金協力の外務省予算1765億円の

うち、JICAが実施促進を担当した無償資金協力の供

与額は1034億円（58.6%）でした。

地域別の事業実績構成比……………………………………

2005年度にJICAが実施した技術協力について、そ

の経費実績を地域別に見ると、アジア地域が45.6%、

中東地域が11.2%、アフリカ地域が19.1%、北米・中

南米地域が17.8%、大洋州地域が3.8%、ヨーロッパ地

域が2.5%でした。地域別の構成と前年度との対比は、

図表1-9のとおりです。

分野別の事業実績構成比……………………………………

2005年度にJICAが実施した技術協力について、そ

の経費実績を分野別に見ると、計画・行政が14.3%、

公共・公益事業が16.2%、農林水産業が12.4%、鉱工

業が3.4%、エネルギーが1.9%、商業・観光が2.1%、

人的資源が13.5%、保健・医療が8.6%、社会福祉が

1.7%などでした。

また、無償資金協力については、JICA担当分のう

ち、民生・環境が26.3%、運輸・通信が21.5%、保

健・医療が13.6%、農林水産業が16.5%、教育・研究

2005年度JICA事業概況

数字で見る
JICAの事業

プロジェクト関係者による小学生向けの環境教育（ブラジル「北
部沿岸の荒廃マングローブ生態系復元プロジェクト」）

2005年 2004年項目 年（暦年）

J
I
C
A
技
術
協
力
経
費
内
訳

13,237 9,019政府開発援助

2,749（20.8%） 2,909（32.3%）技術協力経費（ODAに占める割合）

1,325（48.2%） 1,354（46.5%）うちJICA実績（技術協力経費に占める割合）

207 233研修員

323 327専門家

281 265調査団

142 133協力隊

71

241

98

229

機材供与

その他

59 69その他のボランティア

＊東欧向け、卒業国向けの援助実績を含む。
＊2005年の日本の実績は暫定値。2005年DAC指定レート：1ドル＝110.1円（暫定）。

図表1-7 日本のODA実績とJICA事業（単位：百万ドル）
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が19.1%などでした。

なお、分野別の構成と前年度との対比は、図表1-10

のとおりです。

形態別の人数実績と推移……………………………………

2005年度のJICA事業の人数実績を形態別に見ると、

研修員受入（新規）が2万4504人、専門家派遣（新規）

が3488人、調査団派遣（新規）が6862人、青年海外協

力隊派遣（新規）が1804人、その他ボランティア派遣

（新規）が633人でした。

1984年以降の形態別人数実績は、図表1-11のとおり

です。

事業別の経費実績構成比……………………………………

2005年度のJICA事業の経費実績を事業別に見ると、

技術協力プロジェクト事業費が877億円と最大で、次

いで国民参加協力事業費、在外事務所関係費などでし

た（図表1-12）。

また、1954年度から2005年度までの累計の経費実

績は、図表1-13のとおりです。

図表1-8 JICA予算の推移

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

1975 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98

（億円）�

354 404 443

208

463 544 628 708 770 831 887 953 1,026 1,105 1,158 1,238 1,331 1,426 1,529 1,634 1,726 1,797 1,864 1,896 1,851

399
497

682
770

838

1,171

1,344

1,480
1,473 1,355

1,425
1,251

1,328

1,415

1,563

1,617
1,623

1,622
1,784

1,675

99 2000 01 02 03 04 05 （年度）�

1,855

1,617

1,874

1,553

1,871

1,517

JICA予算（交付金＋出資金＋受託費）�

無償資金協力のうちJICA実施促進担当額�

1,232

1,772

1,171

1,701

1,038

1,667

1,034

1,689

06

1,104

1,644

図表1-9 地域別経費実績構成比

大洋州　3.8%（45.56）�

2005年度　�
（実績：億円）�

�

2004年度　�

ヨーロッパ　3.0%（37.06）�

アジア�
46.6%�

（566.67）�

アフリカ�
17.4%�

（212.03）�

中東�
10.8%�

（131.74）�

北米・中南米�
18.4%�

（223.17）�

大洋州　3.8%（44.79）�

ヨーロッパ　2.5%（29.51）�

アジア�
45.6%�

（540.91）�

アフリカ�
19.1%�

（226.53）�

中東�
11.2%�

（133.29）�

北米・中南米�
17.8%�

（211.84）�

技術協力�

＊2004年度、2005年度ともに、各年度の経費実績から区分不能と国際機関の金額を引いて100％としたものをア
ジア等６地域で割った構成比。
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図表1-10 分野別経費実績構成比

＊2004、2005年度のJICA担当分（一般無償のうち一般プロジェクト、水産無償、食糧援助、貧困農民支援）の供与実績額。
＊JICAは本実績の無償援助の基本設計調査業務と実施促進業務を担当。

社会福祉　1.7%（26.35）�

商業・観光　2.1%（32.90）�

エネルギー　1.9%（28.48）�
鉱工業　3.4%（52.86）�

2005年度　�
（実績：億円）�

�

2005年度　�
（実績：億円）�

�

2004年度　�

2004年度　�

技術協力�

無償資金協力�

計画・行政�
14.3%�

（219.91）�

公共・公益事業�
16.2%�

（249.33）�

農林水産業�
12.4%�

（190.85）�

人的資源�
13.5%�

（207.66）�

保健・医療�
8.6%�

（132.87）�

その他�
25.8%�

（397.61）�

社会福祉　2.1％（31.93）�

商業・観光　2.0％（30.72）�

エネルギー　2.0％（30.20）�
鉱工業　4.6％（68.76）�

計画・行政�
13.8％�

（207.21）�

公共・公益事業�
14.6％�

（219.95）�

農林水産業�
13.3％�

（200.36）�

人的資源�
13.9％�

（208.81）�

保健・医療�
9.9％�

（148.34）�

その他�
23.9％�

（359.44）�

農林水産業�
18.3%�

（169.39）�

保健・医療�
18.4%�

（170.67）�

民生・環境�
24.7%�

（229.02）�

教育・研究�
18.4%�

（170.90）�

運輸・通信�
16.7%�

（154.82）�

その他　3.4%（31.76）�

農林水産業�
16.5%�

（154.61）�

保健・医療�
13.6%�

（127.43）�

民生・環境�
26.3%�

（245.47）�

教育・研究�
19.1%�

（178.01）�

運輸・通信�
21.5%�

（201.13）�

その他　3.0%（27.77）�

図表1-11 形態別人数実績の推移

*1…1954～2005年度累計　　*2…1957～2005年度累計　　*3…1955～2005年度累計
*4…1965～2005年度累計　　*5…1952～1995年度累計　　
*6…1999～2005年度累計（内訳は、シニア海外ボランティア、日系社会シニアボランティア、国連ボランティア、日系社会青年ボランティア。これらは1998
年度までは、他の形態の実績として集計されている）

1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 20022001 2003 2004 2005
（年度）�

（人）�

0

2000

4000

6000

8000

10000

20000

移住者（73,437）*5

青年海外協力隊（28,755）*4
その他�
ボランティア（3,074）*6

専門家（78,699）*3

調査団（197,246）*2

研修員（320,046）*1

17,513

9,428

3,381

1,370

276

21,024

19,683

16,277

20,089

7,753
7,548

9,391

8,505

3,233
2,802 2,946

4,340

1,310 1,422

539 457

1,137 1,234

438 529

24,504

6,862

3,488

1,804

633
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図表1-12 2005年度事業別経費実績と構成比

図表1-13 事業別経費累計実績と構成比

2005年度総額 100％（153,880,515）�

事業評価費�
0.5％（773,598）�

事業附帯関係費�
5.5％（8,399,478）�

国内機関関係費�
2.9％（4,388,053）�

在外事務所関係費�
6.5％（10,046,614）�
海外開発計画調査事業費�
1.8％（2,733,670）�

資源開発協力基礎調査事業費�
0.1％（104,949）�

海外農林業開発協力問題調査事業費�
0.1％（144,058）�

国民参加協力事業費�
16.7％�

（25,744,184）�

技術協力プロジェクト事業費�
57.0％�

（87,719,423）�

国・課題別事業計画費�
3.2％（4,975,570）�
災害援助等協力事業費�
0.6％（925,004）�
海外移住事業費�
0.3％（497,064）�
無償資金協力事業費�
2.9％（4,475,262）�
人材養成確保事業費�
1.9％（2,953,588）�

事業費�

委託費�

1954～2005年度累計総額 100％（3,256,546,181）�

技術協力機材供与事業費�
1.2%（39,578,676）�

技術協力専門家等福利厚生事業費�
0.7%（23,753,471）�

人材養成確保事業費�
1.9%（60,608,286）�

青年海外協力隊�
派遣事業費�
10.5%�

（340,561,105）�

プロジェクト方式技術協力事業費�
20.5%�

（667,068,474）�

開発調査事業費�
15.2%�

（494,053,745）�

技術協力専門家派遣事業費�
8.4%（274,024,178）�

開発協力事業費�
0.6%（18,752,729）�

無償資金協力事業費�
3.1%（100,775,441）�

海外移住事業費�
1.4%（46,023,712）�

青年招へい事業費�
0.9%（27,702,924）�
災害援助等協力事業費�
0.5%（15,324,246）�
国・課題別事業計画費�

1.6%（51,950,560）�
フォローアップ事業費�
0.0%（1,159,143）�

技術協力プロジェクト事業費�
10.1%（328,115,744）�

国民参加協力事業費�
1.7%（54,599,645）�

事業評価費�
0.0%（1,449,016）�
有償技術協力事業費�

0.0%（974）�
事業附帯関係費�

0.5%（15,728,677）�
国内機関関係費�

0.3%（8,513,463）�
在外事務所関係費�

0.6%（19,258,665）�
理数教育海外協力事業費�

0.0%（295,798）�
海外開発計画調査事業費�
3.8%（124,430,402）�

資源開発協力基礎調査事業費�
2.1%（67,962,563）�

海外農林業開発協力問題調査事業費�
0.0%（788,889）�

技術研修員�
受入事業費�
14.6%�

（474,065,655）�

事業費� 委託費�

（単位：千円）

（単位：千円）

＊技術研修員受入事業費には、青年招へい受入の経費を含む。
＊技術協力プロジェクト事業費には、従来の技術協力専門家の派遣、技術協力
機材の供与、フォローアップの実施および在外研修の実施（1999年度から）
に必要な経費を含む。
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